
　１．はじめに

　この報告は、都市交通が都市環境に及ぼす悪影響

の問題の実際面を取り上げる。多数の報告、研究、

論文が、多くの発展途上国大都市の状況は好ましく

ないと指摘している。この状況悪化はよく知られて

おり、われわれ発展途上国に住む者は、この点につ

いてすでに十分批判を受けてきたと信じている。ま

た、国際援助機関や融資機関、国、地方自治体は多

くの都市に多くの政策や対策を勧告してきた。勧告

された政策には心強い成果やかなり成功を収めたも

のもあるが、なぜ他の政策は成功しないのか、その

理由を知る必要があると思う。われわれはもっと実

践的になる必要がある。現実の支配的な状況に鑑み

て適用可能な政策を策定できる、正しい、現実的な

方法と基準を見出す必要がある。これがこの報告で

調査される論点の核心である。

　まず、都市交通が都市環境に及ぼす悪影響の実例

を簡単に説明することから始める。次に、この問題

に関係する多数の変数と参加者が存在することを示

す例を挙げる。例を挙げておくほうが、よく知られ

てはいるが、取り組むのがとても困難な問題で、な
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－批判はもう十分、もっと行動を！－

アリ　Ｓ．フザイン＊

　この報告の目的は、発展途上国の都市環境に交通が及ぼす悪影響を減らすための政策・

解決策に関して、行動を起こすことの重要性について、一般の注意を促すことにある。都

市環境の悪化については過去２０年の間に多くの努力が傾けられ、すでに一般の意識は向上

し、政府は刺激を受け、国際的な支援が促進されている。これからは既存の条件に対する

批判を抑えるべき時期である。われわれは行動に多くの注意を向け、現実的な目標を設定

し、われわれ自身と将来の世代がよりよい、管理可能な環境に暮らせるような、持続可能

な政策を形成しなければならない。
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おかつ実行がきわめてむずかしい解決策の分析に役

立つだろう。次に、この報告は最近の観察に基づい

て住民意識の問題を取り上げ、多数の住民が問題に

気付いており、状況の改善に進んで参加しようとし

ていることを示す。次いで、発展途上国の都市が抱

えている制約を取り上げ、この制約がどのように解

決を阻害し、この制約がなければ実施できたはずで

ある政策の実施を困難にしているかを示す。関連す

る多数の政策例はいくつかのグループに分類されて

おり、それに続いて成功した政策と失敗した政策の

背後にある理由を知った後、適用可能な政策に到達

することの重要性について論ずる。前半の章では、

以前の分析から導かれた事実に基づく実際的な勧告

を述べる。終章は、政策目標が現実的でなければな

らないということ、また都市交通が環境に及ぼす影

響を軽減するために適用可能な政策を立案する際に

検討すべき重要事項について記述する。

　２．状況は分かっている

　環境の悪化、とくに発展途上国の大都市圏におけ

るそれはきわめてよく知られている。数多くの測定

と観察が行われ、環境悪化を示す多数のデータを記

載した記事や報告が発表されている。環境悪化は大

気汚染だけでなく、騒音レベル、視界妨害、水質汚

染（フェリーや水上バスのある都市）にも及び、と

りわけ歩行者と車両の対立を深めている。

　たとえば、デリーでは騒音の５５％は車両交通が原

因とされ、現在の騒音レベルは８０ｄＢ（Ａ）に達する

と報告されている１）。また、デリーのバスと三輪

車（３Ｗ）の騒音の乗用車騒音換算値（ＰＣＮＥＳ：Ｐａｓ-

ｓｅｎｇｅｒ　Ｃａｒ　Ｎｏｉｓｅ　Ｅｇｕｉｖａｌｅｎｔｓ）はそれぞれ７．０８で、

トラックについてはわずかの２である２）。デリー

の路上では、バスと３Ｗが目立つ存在であり、この

二つの交通手段が騒音レベルを上昇させていること

は明らかである。視界妨害については、過去２０年間、

交通混雑を緩和するため多数の都市で多くの立体交

差や高架道路が建設された。これら高架構造物は、

たとえ建築上外観をよくしようと配慮したとしても、

視界をさえぎることには変わりがない。見通しのよ

い空を見る代わりに、住民は、あらゆる種類の車両

が走る鉄とコンクリートの道路に視界がはばまれて

いる３）。バスと補助交通車両は道路網を混雑させ

ているだけでなく、道路の景観と都市の環境イメー

ジを悪くしている。

　大気汚染については一部都市の状況は深刻であり、

車両の整備が悪く平均使用年数が長いため生ずる。

たとえば、インドのプネとバンガロールで新車

１，０９２台を無差別に検査したところ、両都市でそれ

ぞれ４４％、４２％が排ガス検査で不合格になった４）。

カイロでは、タクシー１００台を抽出検査したところ

平均使用年数は１６年にも達していた５）。サンパウ

ロでは、全交通手段の一酸化炭素（ＣＯ）を含む全汚

染物質への寄与率が９８％に達している。これに対し

て自家用車だけの寄与率は８６％である６）。デリー

ではＣＯは容認できる水準にあると報告されている

が、一部都市の二酸化イオウ（ＳＯ２）の水準はＷＨ

Ｏ基準を超えている。さらに、浮遊粒子物質（ＳＰ

Ｍ：自動車の排気ガスその他の排出源から放出され

る固体または液体の粒子で、空中に浮遊し、健康に

有害なもの）はＷＨＯ基準の９～１０倍だが、無鉛ガ

ソリンを使用しているため鉛の水準はきわめて低

い７）。この参考文献７）はとくに冬季には数都市で

オゾンは８時間、１時間の制限値を超えていると報

告している。さらに、原動機付き自転車（Ｍ２Ｗ）

が汚染の元凶とされており、バスと比較すると、

Ｍ２Ｗ は車両キロ（ｖｅｈ．ｋｍ）が６７％に達し、走行キ

ロ（ｐａｓｓ．ｋｍ）が１６％にすぎず、この数値はバスで

はそれぞれ１０％と７０％であること、全交通手段によ

る大気汚染にＭ２Ｗが占める比率はＣＯで３０％、炭

化水素（ＨＣ）で５１％、ＳＰＭで３０％であることなど

を報告している。参考文献８）によれば、交通が混

雑する地域で２サイクルのオートバイの数が１０％増

えるとＣＯは２０～５５％、ＳＰＭは３２～３８％、ＨＣは７３～

１６０％増加する。４サイクルのオートバイではこの

比率はＣＯ、ＳＰＭ、ＨＣについてそれぞれ１１～４７％、

２～１０％、１５～６０％となる。カイロの数地点での最

近の観察によると、ＣＯ濃度は５．７～３０．４ｍｇ／�の

範囲にあった（参考文献９）の測定結果による）。

現行法では最高３０ｍｇ／�で１時間、１０ｍｇ／�では

８時間までの暴露を認めているが、同じ参考文献に

よると、混雑する交差点でのＣＯ濃度は、許容の約

５０ｍｇ／�よりもずっと高くなっていた。デリーで

は、数地点でＣＯ濃度が３．６ｍｇ／�と１９ｍｇ／�に達

していた。このように数値が高いのは、二輪車と三

輪車の数がきわめて多いせいで、その比率は全車両

の７０％に達し、ＨＣ排気の７０％を占めている１０）。

発展途上国では、５０万人ないし１００万人が都市の大気

汚染に暴露されているため早死にすると推定されて

おり、さらに発展途上国の大都市では、同じ原因に

より数百万人が呼吸器疾患にかかっていると推定さ
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れている１１）。同じ参考文献はアジアの都市では大

気汚染による経済的損失が年間１０～４０億ドルの間に

あると述べている。

　発展途上国で容易に観察される、都市交通が環境

に及ぼすもう一つの影響は、歩行者と車両の対立で

ある。人口稠密な都市では、歩行者と車両の間で深

刻な対立が起きる。歩行者の比率が高いのに、歩道

や歩行者用通路、横断歩道などの幅が十分でないた

めである。歩行者と運転者の双方に十分な交通規則

の知識がないことも原因となる。従って、歩行者が

車両用レーンを歩行している光景（たとえば歩道に

物が置かれていたり、幅が狭いため）や、歩行者が

勝手に選んだところで道路を横断する光景（適当な

横断歩道がないか、交通規則を守る習慣がないため）

がよく見かけられる。高い事故率や事故すれすれの

事件、それに歩行者と乗客の遅延など好ましくない

結果が数多く発生する。

　さまざまな都市のなかには、交通が環境に悪影響

を及ぼすことについて類似の認識をしているところ

もあれば、異なる認識をしているところもある。し

かし、この違いはおそらく、そうした悪影響の深刻

な長期的影響に気付いていないことが原因である。

ほとんどの地方自治体と政府に、大気汚染と交通安

全が、人間生活に及ぼす交通の二つの最も深刻な影

響であるという完全な理解とコンセンサスがあるよ

うだ。これは地方自治体に当てはまるだけでなく、

もっと影響力のある中央政府にも当てはまる。その

結果、多くの発展途上国は都市環境の質を改善する

ために積極的な手だてを講じようとしている。また、

多数のＮＧＯと先進国の国際援助機関が改善運動へ

の参加により大きな関心を示している。

　要するに、多数の発展途上国の多くの大都市圏に

おける環境悪化が、周知の事実であることは明らか

だ。周知の状況を証明するために、これ以上証拠や

観察、統計データを収集する必要はないと信じられ

ている。

　３．多数の変数と参加者が関係している

　３－１　関係する変数の例

　都市交通が環境に及ぼす悪影響には、多数の変数

が関係しており、多数の参加者がいる。変数につい

ては、下記の５グループに分類することができよう。

［グループＩ］関係する交通手段

　○ その都市で運行されている交通手段の種類：乗用

車、バス、二輪車、三輪車、電車（鉄道、地下鉄、

高速輸送）、相乗りタクシー（補助交通機関）、

水上バス、フェリーなど。

　○ 車両の特徴：使用年数、大きさ、整備、エンジン

タイプ（２サイクル、４サイクル、ディーゼルな

ど）

　○ 燃料の種類：ガソリン（有鉛／無鉛）、ディーゼ

ル、天然ガス（圧縮／液化）、電気（架線／電池）

［グループＩＩ］通勤者のスタイルと行動

　○ 運転者のスタイル（方式）：加速、減速、走行、ア

イドリング

　○ 運転者の行動：速度、停止／発進、車線変更、ク

ラクションの使用、理由なしに急ブレーキをかけ

ること、オーディオ機器の音量を上げること、交

通規則の理解、遵守など。

　○ 歩行者の行動：歩く速度、歩行スタイル、横断行

動、交通規則遵守の程度など。

［グループＩＩＩ］交通インフラ

　○ 交通網：設計、特徴（例：交差点、接続、長さ）

など。

　○ ターミナル：駐車場と車庫の設計、バスターミナ

ルの設計など。

　○ 道路の特徴：車線の数、車線の幅、水平なカーブ、

上下のカーブ、勾配、路面状況、歩道の幅、歩道

の路面状況など。

　○ 橋、立体交差、高架道路：立地、入口と出口の設

計、路面状況など。

［グループＩＶ］交通の特徴、管理と規制

　○ 交通の特徴：速度、遅延、間隔、列の長さ、構成

など。

　○ 交通管理：信号、看板、交差点の設計、一方通行、

歩行者用施設など。

　○ 交通規制：車両のメンテナンス、交通流の規則、

車両規格（例：使用年数、型、燃料の種類）など。

　○ 交通の設計：駐車場、交差点、バス停、バスター

ミナルなど。

［グループＶ］自然の状況

　○ 気象：気温、風向、風速、湿度、雨量、霧、雪、

砂嵐など。

　○ 地形：勾配（上／下）、丘、谷など。

　○ 川と運河：水の流速、水上生活の種類、水が灌漑

に使用されているかどうかなど。

　これらの変数は、交通が都市環境に及ぼす多くの

影響に関係している。一部の変数は大気汚染に影響

し、他は騒音、水質汚染、視界妨害、都市イメージ

などに影響する。また、一部の要因は歩行者と車両
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の対立を増すことがある。また、一つの変数が一つ

以上の影響を及ぼすこともある（例：交通の遅れは

大気汚染と都市イメージに影響する）。しかし、上

記の変数をそれが及ぼす影響の種類に従って分類し

たり、それらを包括的に分析することは、ここでは

行わない。変数は問題の複雑さを示すために掲げた

ものである。

　３－２　関係する参加者の例

　前述の変数のほか、多数の参加者が関係しており、

下記のように７グループに分類することができる。

［グループＩ］中央政府

　○ 関係する省庁：交通、環境、工業、電力、エネル

ギー、公共工事、衛生、石油。

　○ 立法府：議会、人民会議など。

［グループＩＩ］地方自治体

　○ 市長

　○ 市議会

　○ 市都市計画担当部局（技術室）

　○ 市都市計画担当部局の運輸交通部

　○ 市都市計画担当部局の他の部課（例：都市計画、

建築、住宅、緑化、清掃、電気、上下水道など）

　○ 市の選挙された協議会

　○ 市交通警察局

　○ その他

［グループＩＩＩ］運行事業者

　○ バス会社

　○ 鉄道事業者

　○ メトロ（地下鉄）事業者

　○ 高速通勤鉄道事業者

　○ 駐車場事業者

　○ 交通ターミナル事業者

　○ その他

［グループＩＶ］業界

　○ 車両メーカー

　○ 車両整備工場

　○ 車両部品業者

　○ 車両エンジンを圧縮天然ガス（ＣＮＧ）使用に変換

する会社

　○ 電力で運転する車両（とくに二輪車）のメーカー

［グループＶ］非政府団体

　○ ＮＧＯ（例：環境団体、助成団体、公衆衛生団体）

　○ 相乗りタクシー（補助交通機関）の運転手組合

　○ タクシー運転手組合

　○ 運輸労働者一般組合

　○ その他

［グループＶＩ］教育、訓練、調査機関

　○ 学校

　○ 大学

　○ 研究機関

　○ 訓練機関

　○ 自動車学校

　○ その他

［グループＶＩＩ］支援機関

　○ 国内支援機関

　○ 国営開発銀行

　○ 先進国の国際支援機関

　○ 国際銀行（世界銀行など）

　非常に多数の要因が存在することは、意思決定を

調整し、全面的な協力を実現するのをきわめてむず

かしくする。従って、われわれはこの方向での突破

口が必要である。

　４．住民は意識が高いか低いか／

　　　都市に制約があるかないか

　４－１　住民の意識

　発展途上国の都市における交通が環境に及ぼす影

響についての自治体の反応は、その影響の内容によ

って異なったり、類似したりする。たとえば、健康

に直接影響する事柄（大気汚染や交通安全を含む）

には多数の住民がより関心を示す。しかし、自治体

のなかには、一部の住民が健康と身体の安全をおび

やかす排気ガスの深刻な影響や、歩行者と車両の対

立を認識していないという問題を抱えているところ

もある。しかし、住民がその影響を認識するなら、

これが問題であることに当然同意するだろう。

　交通が環境に及ぼす上記以外の影響に対する自治

体の反応には大きな差がある。インテリ層は視界妨

害と都市景観の悪化は損失が大きいと考える。しか

し、交通の流れと交通間の接続の容易さを優先する

他の住民は、それほど損失とは考えない。騒音レベ

ルに対する反応にも違いがある。ごく小さな騒音も

耐えられない人がいる一方で、大きな騒音にも耐え

る人もいる。騒音の多い状況で暮らし、働くことに

慣れている住民は、おそらく大きな騒音に耐えるこ

とができるのだろう（例：人口の多い地域や工業団

地など）。他方、静かで落ち着いた雰囲気の中で暮

らし、働いている住民は、騒音を我慢できない。

　この問題の重要性については、以前の論文にも取

り上げられており１２）、そこでは二つの大きな問い

に答えようとしていた。人々は実際に都市環境悪化
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の危険性に気付いているのか。それとも人々は環境

がどのように悪化しても交通の改善だけを求めてい

るのか。この論文は、年齢、性別、職業、社会経済

レベル別にカイロ都市圏（ＧＣ）の通勤者について調

査している。この論文の結論では次の点を指摘して

いた。

・ＧＣ通勤者は、環境改善（２３％）よりも交通改善

（４０％）を支持するように見える。しかし、どちら

とも決めかねた通勤者が全体の３７％に達した。ま

だ多数の人々がどちらを選択すべきか迷っている

のである。

・環境改善の重要性の意識を高めようとするなら、

社会経済的に低位の層、公共交通機関利用者、若

年通勤者に努力を集中すべきである。

・被験者の６０％は、交通が改善されるなら高い料金

や燃料代を払うつもりだと答えたが、５３％は、環

境が改善された場合にだけそうすると答えた。両

者の回答が接近していることから、一般に住民は

ＧＣの交通改善と環境改善の双方に関心があり、

交通機関改善のほうにやや比重が高いように思わ

れる。

・通勤が苦痛な状況にあるのに、相当数の通勤者が

環境改善に肯定的な態度を見せているというこの

結果は、きわめて印象的である。

・アンケートに回答した通勤者のうち平均して６９％

は、主要な関心事として通勤を楽にしてほしいと

答えた。これに対して、６６％は速度を上げること、

６３％は大気の質の改善、５３％は騒音の軽減を挙げ

た。従って、大気の質の改善は三位になっている

ものの、ＧＣ通勤者にはきわめて重要と思われて

いるようだ。その比率は、通勤を楽にしてほしい

という回答と速度を上げてほしいという回答より

もそれぞれわずか９％と３％低いにすぎない。

・騒音の軽減は、四つの質問項目の中で関心度は四

位にあったが、この要因には５２％の関心があった。

これは騒音の軽減に相当な重要性が置かれている

ことを裏付ける。

　ＧＣ通勤者の環境改善に費用を払う意志があるか

を測定した別の論文では、興味のある結果が見られ

た１３）。６１４人の被験者のうち９８％が大気は汚染さ

れていると答え、９９％はこの汚染による健康への危

険を知っており、７５％は排気ガスが汚染の主たる要

因であると信じていた。この調査によれば、被験者

の８９％は大気の質の改善に費用を支払う意志がある

と答えていた。

　上記の結果は、住民が都市交通による環境悪化の

問題に気付いていることを裏付けている。これはカ

イロだけでなく、発展途上国の他の大都市圏でも見

られる現象だと思われる。第二章で述べたように、

自治体と住民とでは、都市交通が環境に及ぼす影響

について態度が異なっていることがある。しかし、

このような差異にもかかわらず、少なくとも大気の

質が健康上深刻な影響があることにほぼ同意してい

ることを忘れてはならない。

　４－２　都市には制約がある

　住民が意識していることに加えて、政府も都市環

境の改善に大きな関心を抱いている。たとえば、過

去２０年間に多数の政府が環境担当の新しい省庁や環

境機関、研究所を設置し、新規の環境保護法を成立

させ、大気の質の基準を改定し改善しようとする国

際運動に参加した。大気の質の改善を支援する国際

協力の例として一般に知られているものが多数ある。

たとえば、交通排気ガスに関する世界構想（ＵＮ／

ＷＢ）、サハラ以南アフリカ都市における大気浄化

構想（ＷＢ）、それに中南米大気浄化構想（ＷＢ）な

どだ。また、多くの発展途上国が、先進国と援助機

関経由で二国間協力により大気の質を改善するため

のプロジェクトや事業を実施している。その例とし

ては、カイロ、バンコク、ジャカルタで実施された

環境交通プロジェクト（ＥＣＯＴＲＡ、海外運輸協力

協会が支援）、カイロ大気浄化プロジェクト（ＵＳ Ａ

ＩＤが支援）、カイロ環境計画（デンマークの国際開

発援助が支援）などがある。

　住民の意識、政府および国際、二国間構想やプロ

ジェクトの真剣な努力にもかかわらず、現在直面し

ている深刻な問題は都市に制約があることである。

この制約は、計画の実施と環境の質の改善、関連す

る規制や基準の施行を困難にしている。これはまた、

国際協力事業が終了した後で、勧告された政策と行

動の実施を継続することを困難にしている。この制

約には以下に挙げるような多数の問題がある。

　第一は、関係する意思決定機関の一部に政治的意

思が欠如していることである。この問題はきわめて

重要である。これらの機関が問題に気付き、環境改

善の希望を表明するだけでは十分でなく、意思と決

意が明瞭に表明される必要がある。この意思と行動

が、資源の動員や予算への組み込み、実施上の障害

除去などトップレベルにおける行動へとつながって

いくのである。

　第二は、環境改善事業と規制や基準の実施に割り
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当てられる特定資金の不足である。国際援助資金が

利用できるようになっても、前述したような中止の

問題がある。この制約は「政治的意思」の欠如と相

まって、「継続性の欠如」に至る。交通が環境に及

ぼす影響は、交通機関が動いており、交通プロジェ

クトが建設される限りは継続する。従って、都市環

境改善を手抜きすることは大きな損失となる。

　制度の欠陥は、多くの発展途上国の市当局に課せ

られたもう一つの制約である。ある都市では、環境

問題を担当する部局がなく、それを中央政府が行っ

たり、地方自治体の専門でない職員が行ったりして

いる。環境部局が存在する場合でも、職員が不足し

ていて容認できる水準の専門業務を行う能力がない。

従って、市の技術部局内に新しい制度を導入するか、

すでに存在する環境部局に新制度を開発する必要が

ある。これに人的資源開発計画を組み合わせる必要

がある。さらに、参考文献７）からは、関係する数

機関の間で機関レベルの妨害があることも知られる。

同じ文献によれば、環境問題を扱う地方レベルと全

国レベルの官庁の間に重複があり、それが問題を複

雑にしていることがうかがわれる。

　第三の障害は、第三章に掲げたように多数の参加

者が関係していることである。これにより、活動を

調整し、作業の重複を避け、都市交通の悪影響を最

小限にする環境改善計画の調整がきわめてむずかし

くなる。最後に、情報の欠如は市当局が環境改善計

画を実施する意志がありその能力があるとしても制

約になる。実施には経費と連続性、更新と処理が必

要になる。さらに、統計データが必ずしも入手でき

ず、これには多数の外部機関に責任があるかもしれ

ない。これは状況をさらに複雑にしている。

　５．政策は多数ある、問題は実践できるかどうか

　　　である！

　都市交通の環境への影響を軽減するため多数の政

策を立案できる。この問題については文献が豊富に

ある。一部の政策は以下で取り上げる。しかし、後

に論じるように、政策の実施で問題なのは実生活上

で何が重要かである。

�交通手段に関連する政策

・２サイクル二輪車を４サイクルエンジンに取り替

える４）

・公共交通を強化して二輪車をなくす。住民には代

替手段がない７）

・中古車両の輸入を禁止し１４）、車両の使用年数を

短くする１１）

・公共交通に向かない車両の輸入を禁止する１４）

・重量車両の都心進入を禁止する１４）

・車両技術を向上する１１）

・車両の整備を強化する１１）

・車両の排気ガス基準を強化する１１）

�燃料および電力に関連する政策

・適切な計画によりタクシーをＣＮＧ使用に転換す

る５）（この参考文献は関連する政策について包括

的な検討をしている）

・バス運行業者にＣＮＧ使用への転換を促す５）

・ライトレール（ＬＲ）に太陽エネルギー発電を利用

する１４）

・二輪車を電池動力エンジンに転換するよう促す１０）

・有鉛ガソリンを禁止する（多くの発展途上国はこ

の点では成功している）

・環境にやさしい電気を動力とする交通手段を増や

す（例：トロリーバス、ＬＲ、地下鉄）

・燃料の質を改善する１１）

�交通の管理と規制に関連する政策

・適切な交通管理政策により、道路網での平均運行

速度を２０㎞／ｈから４５㎞／ｈに引き上げる４）

・バスとトラックのディーゼル運行を厳しく規制す

る７）

・二輪車を厳しく規制する７）

・効率のよい交通管理方式を導入する１１，１４，１５）

�歩行を奨励する政策

・歩道の拡幅、歩道占拠の禁止、安全な道路横断な

ど、歩行を奨励するのに必要な政策を実施する１６）

・適切なキャンペーンにより歩行の利益を示す１６）

�課金その他の手段により交通混雑を抑制する政策

・適切な交通需要管理政策（ＴＤＭ）の導入１１）

・汚染源となる車両に課金する７）

・ＣＢＤに進入する乗客数の少ない車両に課金する

こと。それによりバスに乗り換える住民が増える４）

・１車両の乗客数を増やす１７）

・カーシェアリングを推奨する１８）

�持続可能性に関連する政策

・環境、経済、公正への影響の評価を意思決定に統

合する７）

・持続可能な、独立執行力のある交通機関の発展を

促進する９）

・「汚染者によるコスト負担」政策８）。（これは道

路利用者と混雑する幹線道路沿いの住民との間に

正義と公平をもたらす）
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�政策を支援する補助手段

・健全なデータベース、行動計画、規制を設け、住

民に支援してもらう４）

・環境にやさしい交通手段の利益を、数量化できる

客観的方法で実証できるよう、環境評価技術を強

化する３）

・住民がどのように、なぜ汚染源になるのかを理解

させる努力によって、「汚染者によるコスト負担」

政策を補強する７）

・住民の意識を高める運動５，１２，１６）

・効率的な規制命令の導入４）

・政策実施を成功させるための官民協力４）

　都市交通が環境に及ぼす影響を軽減するために多

くの政策を策定できることは明らかである。しかし、

難問は一連の重要な疑問に解答を見出すことである。

策定された政策はどの程度実行できるのか。政策の

一部が実行できないなら、その理由は何か。なぜ一

部の政策は実施できたのか。どのようにすれば実施

できない政策が実施できるようになるのか。これら

の疑問に答えようとするほうが、他の政策を立案し

たり、悪化した状況について議論を続けるよりずっ

と重要である。われわれはもっと積極的に、もっと

実践的になる必要がある。われわれは議論よりも行

動評価を重視すべきである。従って、これらの疑問

に正しい答えを見出すにはさらに研究する必要があ

る。また、各都市とその状況の間の類似点と相違点

を調査する必要がある。これは、技術、財政、制度、

通勤者の行動などの、理由による成功と失敗を分類

するほかに行わなければならない。これを行えば、

各地の事情の現実を徹底的に理解することによって、

紙上で政策を立案する前に心得ておくべき、重要な

考慮すべき事項に到達することができる。

　興味のある例が参考文献１９）に記載されている。

この文献は大気汚染の対策（政策）を、実施できる

ようにするための現実的な、考慮すべき事項に基づ

いて定めている。所与の対策の例は、もっと効率的

で汚染の少ない交通手段への切り替え、つまり原動

機によらない交通手段、燃料電池やバッテリーで運

転される二輪車、三輪車、公共交通機関などへの切

り替えである。これらの対策を実行して成功するた

めの前提として考慮すべき事項の例は、その国にお

ける研究開発の進行の度合、どの程度まで一次市場

が存在するのか、現在の技術のコスト、その技術か

ら得られる多様な国内利益（例：安全性、大気の改

善、混雑の軽減）などである。この参考文献は関連

する点についてもっと詳細な議論を展開している。

　６．実践的な方向の勧告

　以上の議論を念頭に置いて、以下の六つの基本的

な事実をはっきりと記録しておくべきである。

�発展途上国の大都市地域の多くで、環境の質が悪

化している状況がよく知られている。これらの都

市地域が経験している問題は都市の間で共通して

おり、その性質や規模も類似している。

�住民の多くは、交通が都市環境に及ぼす悪影響に

気付いているが、一部の住民はまだ十分には気付

いていない。

�関係する変数と関係者が多種多様である。

�都市環境への交通の影響を最小限にするために、

試行され、提案された政策が多数ある。

�どの政策（または解決法）も、それだけでは大き

な影響を及ぼすことはできないようである。

�政策はそれだけでは効果がなく、実施して成功す

るためには補助的な支援基準を必要とする。

　この六つの事実の結果として、都市環境への交通

の影響を軽減するための短期、長期の政策を実行し

て成功させるための、六つの現実的な補助的実践基

準が導き出される。

�問題には共通な性質があり、各都市間で教訓と経

験を交換すべきである。二国間、多国間のコミュ

ニケーションおよび合意は、国際機関からの調整

と組み合わせるなら、この点で大きな助けになる。

�交通が都市環境に及ぼす悪影響への意識を高める

ためには、３グループの都市住民に重点をおくべ

きである。

・低所得の若年通勤者

・自家用車輌の利用者（公共交通機関の効用を知ら

せるため）

・タクシー運転手、補助交通手段運転手、自家用車

運転者（定期的な車両整備、エンジン点検、可能

ならいつでもＣＮＧ運転用にエンジンを転換する

ことの効用を知ってもらうため）

　慎重に設計したキャンペーンに関係機関全員一致

の協力が得られるなら、この目的を達成すること

ができよう。

�都市交通に関係する多数の参加者の努力、計画、

事業、行動の調整とそれが環境に及ぼす影響の調

整。しかし、これは容易でない。これらの参加者

は多数の機関、中央政府、地方自治体、事業者、

車両メーカー、組合などに所属しており、それぞ
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れに独自の政策目標、能力、義務がある。足並み

をそろえた努力をするためのよい一歩は、関係機

関の代表を集める調整会議を設立することである。

この会議を信頼して完全な権限を与え、その調整

能力が発揮され、関係各機関から尊重されるよう

にすべきである。

�交通が都市環境に及ぼす悪影響を軽減する多くの

政策がすでに試され、他に多くの政策は提案され

ているだけであるので、われわれは二つの方向に

努力すべきである。第一は、実施済みの政策の結

果を慎重に検討し、この経験から学ぶことである。

第二に、提案された政策がなぜ実施されなかった

か、それらを実現するにはどのようにすべきかを

調査することである。ここでも、発展途上国の都

市の間における、実行された政策と提案された政

策についての情報と経験の交換がきわめて重要で

ある。それは過ちを避け、功績を知ることによっ

て教訓を引き出すためである。

�一つの政策（または行動）だけでは、都市環境に

交通が及ぼす悪影響を軽減することができない。

一連の政策（または行動）の集合的影響が重要な

ことを自覚することが必要である。この複合効果

は、都市環境の質の改善に相当な影響を及ぼすこ

とができる。ここで困難なのは、実施したとき悪

影響を最小限にする政策群を選定することにある。

�各政策は、その政策の実行を成功させ、その政策

の効用を最大限にする補完策を必要とする。ある

政策の補完策を実現するには、三つの点を検討し

なければならない。第一に、意思決定者はその補

完策の必要性を十分に認識していなければならず、

その実施を完全に支援し保証しなければならない。

第二に、補完策は本来の政策の効用を最大限にす

るように慎重に検討され、立案されなければなら

ない。第三に、時間がたつにつれ、補充策はその

本来の目的を達するという継続性を保証するため、

監視し、必要なら強化しなければならない。実際

上の理由から、政策とその補完策を採用する機関

は、それらの政策に責任を持つ常勤職員と予算を

定めなければならない。

　７．政策の目標と立案についてのメモ

　発展途上国の都市環境に交通が及ぼす悪影響を軽

減するための政策を実現するには、できるだけ実践

的で現実的になることが重要である。これは、政策

目標と政策立案の二つの必要条件で達成されなけれ

ばならない。

　交通が都市環境に及ぼす悪影響を数年間で除去す

ることがきわめて困難であることを認めて、短期政

策目標はこの現実に合わせなければならない。たと

えば、現実的な目標は車両からの排気ガスを完全に

防止するのではなく、それを抑制することになろ

う７）。また、都市の全道路網で歩行者と車両との

対立を軽減するのではなく、混雑する幹線道路にお

ける対立を軽減することである。実現できない壮大

な目標を掲げるよりは、実現可能なささやかな目標

を掲げるほうがずっと適切である。長期政策につい

ても、目標はやはり現実的でなければならない。確

かにわれわれは前進するために大きな希望や期待を

抱くべきだが、将来われわれの都市が直面する制約

を忘れて夢に走ってはならない。たとえば、われわ

れは、短期目標を排気ガスの抑制から環境への大気

汚染の影響を最小限にすることに変更することがで

きるが、すべての都市交通手段から大気汚染をなく

すという高すぎる目標を掲げてはならない。また、

長期目標は、環境に関係する目標以外に、地域社会

が必要とする目標にも左右されることがある。この

考えを説明する好例は参考文献７）にある。この文

献は、長期目標を「健康と福祉への汚染の影響を最

小限にすること」と提案している。これは、（ａ）利用

者、政府、業界にかかるコストが低いこと、（ｂ）大

多数が貧しい住民の利用可能性と移動可能性に最小

限の妥協をすることの二つを条件とする。

　政策立案と、それをできるだけ現実的で実際的に

する指針について、主要点を下記の五点に要約する。

　○ 各政策の立案は、宣言された現実的な政策目標の

達成を検討することである。

　○ 政策は、現状と制約の現実を考慮すべきである。

　状況と制約の例は下記に示すように多数あり、参

考文献７）にもその実例がある。

　・利用者関係（例：歩行者の行動、運転者の行動

など）

　・車両の関係（例：種類、使用年数、積載能力、

使用燃料、業種、輸入政策など）

　・規制、管理関係（例：交通規則、車両エンジン

検査規則、歩行者歩行規制など）

　・制度関係（例：技術能力、人的資源、与えられ

ている権限、可能な予算、現在の障壁、将来の

開発可能性など）

　・都市通勤者、運行事業者、地方自治体などの意

識向上の可能性など
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　・その他

　○ 各政策は、交通が都市環境に及ぼす悪影響を防止

するために採用されている類似の政策との矛盾と

重複を避けなければならない。これらには、たと

えば排気ガス、騒音レベル、歩行者と車両の対立、

視界妨害などの低減に関係する政策がある。

　○ 立案された政策は、当該都市の交通目標を達成す

るために採用されている都市交通政策と調和した

ものでなければならない。後者の政策の例として

は、輸送実績、交通需要管理、将来の交通などに

関係する政策がある。この点についても、参考文

献７）は、環境への悪影響を軽減するための政策

を立案する際に、（ａ）安全、コスト、エネルギー、

利用可能性への交通の影響、（ｂ）これらの影響に

取り組む政策、の間の相互関係を考慮することの

重要性を強調している。

　○ 政策は、その都市（および国）で採用されている、

環境の保護と改善に関係する他の政策とも調和し

ていなければならない。たとえば、これらの政策

には、工業プラントの排気ガス規制に関係する政

策、産業廃棄物処理規制に関係する政策、都市空

地の緑化に関係する政策、無計画な都市開発の規

制と都市イメージ保存に関係する政策などがある。

　８．終わりに

　最後に、この報告が、交通の都市環境に及ぼす悪

影響を軽減する政策と解決策について行動に出るこ

との重要性に、関係機関および研究者の関心を引く

ことを期待する。過去２０年間、発展途上国の都市環

境を説明し、それが多くの場合、交通手段と輸送体

系によりどれほど深刻に悪化しているかを記述する

ために努力が重ねられてきた。この努力は、すでに

人々の意識を高め、政府を促して手遅れになる前に

手を打つために国際支援を促した。しかし、今は現

状について話だけをすることは最小限にすべき時だ。

われわれは行動にもっと関心を向けなければならな

い。実現可能な現実的目標を定めなければならない。

われわれは以前の政策を調査し、なぜそれらの政策

が成功したりは失敗したりしたかを調べる必要があ

る。実行でき、持続する政策を立案するようにする

必要がある。われわれは協力して互いに学ぶ必要が

ある。批判を止め、現在と将来に、われわれと将来

の世代がよりよく運営される都市環境の中で暮らす

ことができるようにする行動に、もっと注意を払う

べきである。
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ｔｉｏｎ ｏｆ ａｉｒ ｑｕａｌｉｔｙ ｄｕｅ ｔｏ ｔｒａｆｆｉｃ ｉｎ Ｇｒｅａｔｅｒ 

Ｃａｉｒｏ， Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ Ｂｕｌｌｅｔｉｎ ｏｆ ｔｈｅ Ｆａｃｕｌｔｙ ｏｆ Ｅｎ-

ｇｉｎｅｅｒｉｎｇ， Ｖｏｌ．３４，Ｎｏ ４， Ａｉｎ Ｓｈａｍｓ Ｕｎｉｖｅｒｓｉ-

ｔｙ， Ｅｇｙｐｔ， １９９９

１４）Ｈａｌｌａ， Ｆ：Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ-ｒｅｌａｔｅｄ ｐｏｌｌｕｔｉｏｎ ａｎｄ ｉｎ-

ｖｅｓｔｍｅｎｔｓ ｒｅｑｕｒｅｄ ｔｏ ｍｉｎｉｍｉｚｅ ｉｔ ｉｎ Ｄａｒ-ｅｓ-

Ｓａｌａｍ ｃｉｔｙ， Ｔａｎｚａｎｉａ， Ｕｒｂａｎ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ 

ａｎｄ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ， Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ ｏｆ ＣＯＤＡＴＵ 

ＩＸ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ， Ｍｅｘｉｃｏ Ｃｉｔｙ， ２０００

１５）Ｍｉｔｃｈｅｌｌ， Ｓ．ａｎｄ Ｂｏｅｎａｕ， Ｒ．：Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ 

ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ ｉｓｓｕｅｓ ｆｏｒ ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇ ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ， 

Ｕｒｂａｎ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ， Ｐｒｏ-

ｃｅｅｄｉｎｇｓ ｏｆ ＣＯＤＡＴＵ ＩＸ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ， Ｍｅｘｉｃｏ 

Ｃｉｔｙ， ２０００

１６）Ｓａｃｈｄｅｖａ， Ｙ．Ｐ．：Ｅｎｈａｎｃｉｎｇ ｐｅｄｅｓｔｒｉａｎ ｓａｆｅ-

ｔｙ ｉｎ Ｉｎｄｉａｎ ｃｉｔｉｅｓ， Ｕｒｂａｎ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ ａｎｄ 

Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ， Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ ｏｆ ＣＯＤＡＴＵ ＩＸ 

Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ， Ｍｅｘｉｃｏ Ｃｉｔｙ， ２０００

１７）Ｐａｍａｎｉｋａｂｕｄ， Ｐ．：Ｍｏｒｎｉｎｇ ｖｅｈｉｃｌｅ ｏｃｃｕｐａｎｃｙ 

ｒａｔｅ ｅｎｔｅｒｉｎｇ ｔｈｅ ｃｉｔｙ ｃｅｎｔｅｒ， Ｕｒｂａｎ Ｔｒａｎｓ-

ｐｏｒｔａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ， Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ ｏｆ 

ＣＯＤＡＴＵ ＩＸ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ， Ｍｅｘｉｃｏ Ｃｉｔｙ， ２０００

１８）Ｃａｍａｒａ， Ｐ．ａｎｄ Ｆｒｅｉｒｅ， Ｍ．Ｌ．Ｒ．：ｔｒａｎｓｐｏｒｔ 

ｄｅｍａｎｄ ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ ｉｎ ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇ ｃｏｕｎ-

ｔｒｉｅｓ： ｔｈｅ Ｓａｏ Ｐａｕｌｏ ｃａｒ ｓｈａｒｅ ｐｒｏｇｒａｍｍｅ， Ｕｒ-

ｂａｎ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ， Ｐｒｏ-

ｃｅｅｄｉｎｇｓ ｏｆ ＣＯＤＡＴＵ ＩＸ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ， Ｍｅｘｉｃｏ 

Ｃｉｔｙ， ２０００

１９）Ｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌ Ｐｒｏｇｒａｍ Ｎｕｍｂｅｒ １１ - Ｐｒｏｍｏｔｉｎｇ 

Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌｌｙ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ， Ｇｌｏ-

ｂａｌ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ  Ｆａｃｉｌｉｔｙ Ｄｏｃｕｍｅｎｔ， Ｗｏｒｌｄ 

Ｂａｎｋ， ＵＮＥＰ ａｎｄ ＵＮＤＰ，２０００

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ 平成１３年６月（　）３４

アリ Ｓ．フザイン１８４


